
１．18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

２．19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   265円18銭 

３．配当状況 

＊ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資

料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後、様々な要因によって大きく異なる結果となる

可能性があります。 

(財)財務会計基準機構会員

平成19年３月期 個別中間財務諸表の概要 
平成18年11月８日

上場会社名 明治電機工業株式会社 上場取引所 ＪＱ 

コード番号 3388 本社所在都道府県 愛知県 

（URL http://www.meijidenki.co.jp/） 

代表者 役職名 代表取締役社長 

  氏名 安井 善宏 

問合わせ先責任者 役職名 専務取締役総合企画部長 

  氏名 伊藤 秀則 ＴＥＬ  （052）451－7723 

決算取締役会開催日 平成18年11月８日 配当支払開始日 平成18年12月８日 

単元株制度採用の有無 有（１単元 100株）     

(1）経営成績 （百万円未満は切り捨て）

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 26,902 (△1.5) 1,044 (△0.8) 1,123 (△1.7)

17年９月中間期 27,312 (25.5) 1,053 (167.1) 1,142 (133.7)

18年３月期 58,251  2,597  2,787  

 中間（当期）純利益 
１株当たり中間
（当期）純利益 

 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 608 (△8.7) 100 91

17年９月中間期 666 (193.2) 125 02

18年３月期 1,619  281 90

（注）①期中平均株式数 18年９月中間期 6,033,560株 17年９月中間期 5,333,560株 18年３月期 5,656,637株
②会計処理の方法の変更 無 
③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率です。 

(2）財政状態  

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 24,923 10,541 42.3 1,747 10

17年９月中間期 25,005 7,429 29.7 1,393 07

18年３月期 28,174 10,338 36.7 1,709 43

（注）①期末発行済株式数 18年９月中間期 6,033,560株 17年９月中間期 5,333,560株 18年３月期 6,033,560株
②期末自己株式数 18年９月中間期 ―株 17年９月中間期 ―株 18年３月期 ―株

 売上高 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通期 58,500 2,860 1,600

・現金配当 １株当たり配当金（円）

 第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 その他 年間

18年３月期 － － － 40.00 － 40.00

19年３月期（実績） － 20.00 － － － 
40.00

19年３月期（予想） － － － 20.00 － 
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６．個別中間財務諸表等 
(1）中間貸借対照表 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金   1,136,028 498,926 999,767 

２ 受取手形 ※２ 2,334,501 2,141,420 2,126,437 

３ 売掛金   14,150,049 15,243,232 17,671,593 

４ たな卸資産   2,541,768 2,218,871 1,938,793 

５ その他   624,021 420,108 478,617 

  貸倒引当金   △20,573 △19,160 △24,297 

流動資産合計     20,765,796 83.0 20,503,399 82.3   23,190,910 82.3

Ⅱ 固定資産       

１ 有形固定資産 ※１     

(1）建物   1,277,692 1,191,481 1,219,340 

(2）その他   854,806 932,485 852,594 

有形固定資産合
計 

    2,132,499 8.6 2,123,967 8.5   2,071,935 7.3

２ 無形固定資産     275,754 1.1 243,999 1.0   274,020 1.0

３ 投資その他の資
産 

      

(1）投資有価証券   1,143,553 1,648,720 1,868,877 

(2）その他   763,183 479,662 845,478 

  貸倒引当金   △75,067 △76,132 △76,511 

投資その他の資
産合計 

    1,831,669 7.3 2,052,250 8.2   2,637,844 9.4

固定資産合計     4,239,924 17.0 4,420,218 17.7   4,983,800 17.7

資産合計     25,005,721 100.0 24,923,617 100.0   28,174,711 100.0 
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前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１ 支払手形 ※２ 5,113,646 4,938,171 5,115,665 

２ 買掛金   4,995,291 5,424,646 6,904,759 

３ 短期借入金   5,050,000 1,800,000 2,900,000 

４ 一年以内返済予
定長期借入金 

  300,000 － － 

５ 未払法人税等   524,362 410,491 968,735 

６ 未払消費税等   5,534 20,302 84,112 

７ 賞与引当金   375,000 347,000 365,000 

８ その他   680,381 769,873 784,024 

流動負債合計     17,044,216 68.2 13,710,486 55.0   17,122,297 60.8

Ⅱ 固定負債       

１ 長期借入金   300,000 300,000 300,000 

２ 役員退職慰労引
当金 

  56,275 126,150 58,875 

３ その他   175,233 245,773 354,603 

固定負債合計     531,508 2.1 671,923 2.7   713,478 2.5

負債合計     17,575,725 70.3 14,382,409 57.7   17,835,776 63.3

（資本の部）       

Ⅰ 資本金     582,378 2.3 － －   1,311,778 4.7

Ⅱ 資本剰余金       

１ 資本準備金   390,550 － 1,371,950 

資本剰余金合計     390,550 1.6 － －   1,371,950 4.9

Ⅲ 利益剰余金       

１ 利益準備金   93,169 － 93,169 

２ 任意積立金   4,800,811 － 4,800,811 

３ 中間（当期）未
処分利益 

  1,175,078 － 2,127,896 

利益剰余金合計     6,069,059 24.3 － －   7,021,877 24.9

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    388,008 1.5 － －   633,329 2.2

資本合計     7,429,995 29.7 － －   10,338,934 36.7

負債及び資本合計     25,005,721 100.0 － －   28,174,711 100.0 
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前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     － － 1,311,778 5.3   － －

２ 資本剰余金       

（1） 資本準備金   － 1,371,950 － 

  資本剰余金合計     － － 1,371,950 5.5   － －

３ 利益剰余金       

（1） 利益準備金   － 93,169 － 

（2） その他利益剰余
金 

          

特別償却準備金   － 453 － 

別途積立金   － 5,800,000 － 

繰越利益剰余金   － 1,470,730 － 

利益剰余金合計     － － 7,364,354 29.5   － －

株主資本合計     － － 10,048,082 40.3   － －

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券評
価差額金 

    － － 497,806 2.0   － －

２ 繰延ヘッジ損益     － － △4,680 0.0   － －

評価・換算差額等合
計 

    － － 493,125 2.0   － －

純資産合計     － － 10,541,207 42.3   － －

負債純資産合計     － － 24,923,617 100.0   － －
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(2）中間損益計算書 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
要約損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     27,312,876 100.0 26,902,392 100.0   58,251,260 100.0 

Ⅱ 売上原価     23,967,637 87.8 23,471,042 87.2   51,017,396 87.6

売上総利益     3,345,239 12.2 3,431,350 12.8   7,233,864 12.4

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    2,291,887 8.3 2,386,683 8.9   4,636,368 7.9

営業利益     1,053,351 3.9 1,044,666 3.9   2,597,495 4.5

Ⅳ 営業外収益 ※１   188,318 0.7 156,233 0.6   390,565 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※２   99,038 0.4 77,577 0.3   200,638 0.4

経常利益     1,142,632 4.2 1,123,321 4.2   2,787,421 4.8

Ⅵ 特別利益     311 0.0 5,228 0.0   2 0.0

Ⅶ 特別損失     1,437 0.0 67,537 0.3   34,529 0.1

税引前中間（当
期）純利益 

    1,141,506 4.2 1,061,012 3.9   2,752,895 4.7

法人税、住民税
及び事業税 

  513,000 403,000 1,205,000 

法人税等調整額   △38,289 474,710 1.8 49,193 452,193 1.6 △71,718 1,133,281 1.9

中間（当期）純
利益 

    666,796 2.4 608,818 2.3   1,619,614 2.8

前期繰越利益     508,282 －   508,282

中間（当期）未
処分利益 

    1,175,078 －   2,127,896

        

- 31 -



(3）中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 特別償却

準備金 
別途積立金

繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
1,311,778 1,371,950 1,371,950 93,169 811 4,800,000 2,127,896 7,021,877 9,705,605 

中間会計期間中の変動額          

特別償却準備金の取崩         △357   357 － － 

別途積立金の積立           1,000,000 △1,000,000 － － 

剰余金の配当             △241,342 △241,342 △241,342 

利益処分による役員賞与             △25,000 △25,000 △25,000 

中間純利益             608,818 608,818 608,818 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

                  

中間会計期間中の変動額合

計 

（千円） 

－ － － － △357 1,000,000 △657,166 342,476 342,476 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
1,311,778 1,371,950 1,371,950 93,169 453 5,800,000 1,470,730 7,364,354 10,048,082 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差
額金 

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
633,329 － 633,329 10,338,934 

中間会計期間中の変動額     

特別償却準備金の取崩       － 

別途積立金の積立       － 

剰余金の配当       △241,342 

利益処分による役員賞与       △25,000 

中間純利益       608,818 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△135,523 △4,680 △140,203 △140,203 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△135,523 △4,680 △140,203 202,272 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
497,806 △4,680 493,125 10,541,207 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間  
（自 平成18年４月１日  
至 平成18年９月30日）  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び評価

方法 

(1) 子会社株式 

移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式 

同左 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

時価のあるもの 

同左 

(1) 子会社株式 

同左 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

時価のあるもの 

同左 

２ デリバティブ取引により生ず

る債権及び債務 

時価法 同左 同左 

３ たな卸資産の評価基準及び評

価方法 

(1) 商品 

移動平均法による原価法 

(2) 製品・仕掛品 

個別法による原価法 

(3) 原材料 

移動平均法による原価法 

(4) 貯蔵品 

最終仕入原価法による原価

法 

(1) 商品 

同左 

(2) 製品・仕掛品 

同左 

(3) 原材料 

同左 

(4) 貯蔵品 

同左 

(1) 商品 

同左 

(2) 製品・仕掛品 

同左 

(3) 原材料 

同左 

(4) 貯蔵品 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っております。 

 ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附属

設備は除く）については、定

額法を採用しております。 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、償却年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。 

 ただし、自社利用ソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっておりま

す。また、販売用ソフトウェ

アは、販売可能な見込期間

（３年）に基づく定額法によ

っております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

５ 繰延資産の処理方法 新株発行費 

 支払時全額費用処理 

―――――――― 新株発行費 

同左 

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備える為、一般債権について

は貸倒実績率等により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を検

討し回収不能見込額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 
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 項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間  
（自 平成18年４月１日  
至 平成18年９月30日）  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (2) 賞与引当金 

 従業員の賞与支給に充てる

ため、支給見込額基準により

計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

 (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職金の支給に備

えるため、期末における退職

給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会計期間

末に発生していると認められ

る額を計上しております。 

 会計基準変更時差異

（167,264千円）は７年による

均等額を費用処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数（７

年）による定額法により発生

の翌期から費用処理しており

ます。 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職金の支給に備

えるため、期末における退職

給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会計期間

末に発生していると認められ

る額を計上しております。 

 会計基準変更時差異

（167,264千円）は７年による

均等額を費用処理しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間内

の一定の年数（７年）による定

額法により費用処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数（７

年）による定額法により発生

の翌期から費用処理しており

ます。 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職金の支給に備

えるため、期末における退職

給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しておりま

す。 

 会計基準変更時差異

（167,264千円）は７年による

均等額を費用処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数（７

年）による定額法により発生

の翌期から費用処理しており

ます。 

   （会計方針の変更） 

 「「退職給付に係る会計基準」

の一部改正」（企業会計基準第３

号 平成17年３月16日）及び

「「退職給付に係る会計基準」の

一部改正に関する適用指針」（企

業会計基準適用指針第７号 平成

17年３月16日）を当事業年度から

適用しております。これによる影

響はありません。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中

間期末要支給額の50％を引当

計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中

間期末要支給額の50％を引当

計上しておりましたが、平成

18年６月をもって役員退職慰

労金制度を廃止したため、 

平成18年７月以降新たな引当

計上は行なっておりません。 

 当中間期末における役員退

職慰労引当金残高は当制度の

廃止以前から在職している役

員に対する支給予定額であり

ます。 

(4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額の50％を引当計上

しております。 

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 
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 項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間  
（自 平成18年４月１日  
至 平成18年９月30日）  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

 外貨建予定取引については

繰延ヘッジ処理によってお

り、為替予約が付されている

外貨建金銭債権については、

振当処理によっております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 為替予約取引 

ヘッジ対象 

 外貨建金銭債権 

 外貨建予定取引 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

 外貨建金銭債権及び予定取

引に係る将来の為替変動リス

クを回避するため、実需に基

づくものを対象としてデリバ

ティブ取引を行っており、投

機目的のデリバティブ取引は

行っておりません。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約は振当処理によっ

ているため、ヘッジ有効性の

評価を省略しております。 

 また、外貨建予定取引につ

いては将来の販売予定に基づ

くものであり、実行の可能性

が極めて高いため、有効性の

評価を省略しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９ その他中間財務諸表（財務諸

表）作成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。

 なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、未払消費税

等として表示しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計基

準適用指針第６号）を当中間会計期

間から適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

―――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計基

準適用指針第６号）を当事業年度か

ら適用しております。 

 これにより、税引前当期純利益が

31,281千円減少しております。なお

減損損失累計額については、当該各

資産の金額から直接控除しておりま

す。 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は10,545,888千円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 該当事項はありません 

（リース取引関係） 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,435,741千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,431,657千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,475,143千円 

―――――――― ※２ 中間会計期間末日満期手形 

 中間会計期間末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換の日をもって決済処理

をしております。なお、当中間会計期間の

末日は金融機関の休日であったため、次の

中間会計期間末日満期手形が中間会計期間

末残高に含まれております。 

受取手形         207,330千円 

支払手形          6,283千円 

―――――――― 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 1,961千円

受取配当金 5,282千円

仕入割引 151,092千円

受取利息 696千円

受取配当金 10,603千円

仕入割引 123,751千円

受取利息 3,832千円

受取配当金 10,711千円

仕入割引 295,961千円

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 39,414千円

売上割引 35,537千円

新株発行費 17,520千円

支払利息 26,104千円

売上割引 35,027千円

支払利息 72,085千円

売上割引 70,967千円

新株発行費 21,581千円

上場関連費用 20,996千円

 ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 43,298千円

無形固定資産 34,615千円

有形固定資産 40,036千円

無形固定資産 36,249千円

有形固定資産 88,595千円

無形固定資産 69,249千円
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（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

前事業年度末（平成18年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

（１株当たり情報） 

中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社は平成17年10月５日付をもっ

て㈱ジャスダック証券取引所へ株式

を上場しました。この株式上場にあ

たり、平成17年９月１日開催の取締

役会の決議により、下記のとおり新

株式を発行しました。 

(1）募集方法 

ブックビルディング方式による

一般募集 

(2）発行株式数 

普通株式      700,000株 

(3）発行価格  １株につき2,600円 

(4）引受価額  １株につき2,444円 

(5）発行価額  １株につき2,083円 

(6）発行価額の総額 1,458,100千円 

(7）払込金額の総額 1,710,800千円 

(8）資本組入額 １株につき1,042円 

(9）資本組入の総額  729,400千円 

(10)払込期日  平成17年10月４日 

(11)配当起算日 平成17年10月１日 

(12)資金使途    借入金の返済 

――――――――  役員退職慰労金制度の廃止 

 平成18年６月27日開催の定時株主

総会において、本総会終結の時をも

って役員退職慰労金制度を廃止し、

本総会において再任される各取締役

及び監査役に対し、本総会終結の時

までの在任期間に対応した役員退職

慰労金の打ち切り支給を決議いたし

ました。また、再任される役員に対

する役員退職慰労金は、それぞれの

退任時に支給することといたしま

す。 

 これにより、翌事業年度におい

て、打ち切り支給額と役員退職慰労

引当金との差額67,275千円を特別損

失に計上する予定であります。 
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